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１． はじめに

官庁営繕部では，これまで「建築工事積算基

準」「建築工事共通費積算基準」および「建築工

事標準歩掛り」等の統一・公開を進め，積算の透

明性・妥当性および合理性のより一層の確保を図

ってきた。

また，数量に関する基準については，平成１１年

度に「建築数量積算基準」を新たに制定してきた

ところである。

「建築設備数量積算基準」については，平成１１

年度より市場単価が導入され積算体系も変化して

きていると共に，国土交通省（旧建設省）では平

成９年度の「公共工事コスト縮減対策に関する行

動計画」につづき，平成１２年９月に「公共工事コ

スト縮減に関する新行動計画」を策定し，積算に

係る施策「積算の合理化」を具体策の一つとして

いるため，平成１２年度内の改正に向け，検討を行

ってきたところである。

２． 改正までの経緯

� 当初制定から今回改正までの経緯

建築設備数量積算基準は，昭和５３年６月に発足

した，公共建築工事の主要発注機関で構成される

「公共建築工事積算研究会」において，翌昭和５４

年６月から設備工事積算の標準化に必要な調査研

究を行う中での研究成果として，昭和６０年４月に

とりまとめられた。国土交通省では，この成果を

もとに「建築設備数量積算基準」を制定し，その

後の社会的ニーズ，材料，工法等の変化に対応し

て所用の改正を行いつつ，平成７年度版を用いて

きた。さらに，平成９年から営繕積算基準の統一

・公開を進めると共に，他の積算基準類も改正等

をしてきているため，今回見直しを行ったもので

ある。

� 改正に当たっての検討体制

今回の改正に当たっては，（財）建築コスト管理

システム研究所に検討業務を委託するなかで，

「公共建築工事設備数量積算研究会」（委員長：徳

永勇雄 明治大学名誉教授）を設置し，平成１２年

１０月から平成１３年２月にかけて検討を行った。こ

の研究成果を基に「公共建築工事積算研究会」で

一定の調整を行い，「公共建築工事設備数量積算

基準」をとりまとめ，これを国土交通省の「建築

設備数量積算基準」としたものである。

３． 改正の基本方針

� 公共発注機関で標準的に適用できる基準

今回の改正に当たっては，積算基準等の統一化

の観点から整備をしたもので，公共建築工事の主

要発注機関で標準的に適用できる基準とした。

� 官民を問わず利用できる基準

検討作業に当たっては，（財）建築コスト管理シ

ステム研究所の研究会に関係各界からの参加を

得，官民の意見を反映した基準とした。

� 市場単価導入対応
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平成１１年度から導入されてきている市場単価に

対応し，単価の構成・適用条件等に適した数量算

出方法とするための見直しを行った。

� 他の基準，仕様書等との整合

本基準と関連する「建築数量積算基準」との整

合のほか，仕様書との整合，単位の見直し（SI

単位）を行った。

� パソコン利用等の電子データを考慮した基

準

今後利用拡大が見込まれる，パソコン等を利用

した電子データの導入を考慮した内容を盛り込ん

だ。

４． 「建築設備数量積算基準」の
概要

� 構 成

第１編 総則

１ 目的

２ 基本事項

第２編 共通事項

第１章 共通事項

第１節 機器搬入

第２節 土工事・地業工事

第３節 コンクリート工事

第４節 はつり工事

第３編 電気設備工事

第１章 共通工事

第１節 配管・配線工事

第２節 接地工事

第２章 電力設備工事

第１節 機器

第２節 盤類

第３節 器具類

第４節 構内線路工事

第３章 通信・情報設備工事

第１節 機器

第２節 盤類

第３節 器具類

第４編 機械設備工事

第１章 共通工事

第１節 配管工事

第２節 保温工事

第３節 塗装及び防錆工事

第２章 空気調和設備工事

第１節 機器

第２節 ダクト工事

第３節 自動制御設備工事

第４節 総合調整

第３章 給排水衛生設備工事

第１節 衛生器具

第２節 機器

第３節 器具類

� 主な改正点

第１編 総則

・計測の単位を見直したほか，電子データの取扱

いについて記載した。

第２編 共通事項

・従来，電気設備工事，機械設備工事それぞれの

編で規定していた土工事，地業工事，コンクリ

ート工事，はつり工事について，内容を整理し

単独の編とした。

・土工事計測方法の見直しを行った。

・各節内の構成を�適用範囲，�計測の区分，�
計測・計算とし，以降の各編も統一した。

第３編 電気設備工事

・配管，ケーブルラックについて市場単価に対応

した計測・計算方法とした。

・立上がりおよび引下げの計測方法を合理化し

た。

第４編 機械設備工事

・ダクト工事におけるチャンバー・ボックスにつ

いて市場単価に対応した計測・計算方法とし

た。

・排水桝間の配管の計測・計算方法を合理化し

た。

５． おわりに

近年の社会経済状況，設備機器・材料の変化，

工法の変化さらに建築設備に対するニーズの多様

化・高度化などが進む中で，建築コストの重要性

が再認識され，積算数量の扱いについても一層の

透明性・客観性・妥当性が求められるようになっ

ている。

このような状況の中，現場の施工実態も変化し

てきており，一方，積算業務においては，業務の

電子化等による合理化が急速に進んでおり，これ

らに対応した数量基準の見直しが各方面から求め

られていたところである。

今般，関係各方面の協力を得て改正した「建築

設備数量積算基準」が，積算に携わる方々にとっ

て幅広く活用されることを期待する。
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